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第１章 計画の基本的事項 
 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

昭和 39 年 6 月 16 日の新潟地震においては、新潟市で観測したのは震度５であったが、新潟県庁

の電気、電話、水道といったライフラインが発災と同時に途絶した。気象台からの地震情報も入ら

ず、泥水をかきわけ気象台に連絡員が強行派遣されたなどの記録があるが、当時を知る職員は退職

して久しい。 

また、平成 16 年の中越地震においては、旧川口町役場庁舎が被災し電気も途絶したため、庁舎

での業務再開まで９日間かかるなど、中越地方の多くの市町村で行政機能が一時的に低下した。 

その教訓を踏まえ、県では災害対策本部の基盤となる「危機管理センター」を平成 21 年に県庁に

設置するなど災害対応力の強化を進めてきた。 

一方で、新潟地震以降、新潟市が大きく被災したことはないため、県庁や周辺に居住する職員が

大きく被災する状況を想像することは難しい。 

 長岡平野西縁断層帯を震源とする地震をはじめ、今後、新潟市を襲う大規模災害等が発生した場

合、職員体制や庁舎機能など業務の遂行に必要な資源が制約されうることをあらかじめ、十分に意

識しておく必要がある。 

 そして、どのような状況下にあっても、災害時の応急業務及び優先度の高い通常業務を継続して

いかなければならない。 

 本県では、平成 22 年３月に「新潟県業務継続方針」を策定し、危機発生時下の業務継続のため

の基本的な考え方を示したが、これに基づき、今回新たに「新潟県業務継続計画（自然災害等・本

庁舎版）」を策定する。 

この計画において、本庁舎の機能等の現状分析や所属が行うべき対策を横断的かつ具体的に整理

し、本県の災害対応等の中枢機能を担う本庁の業務継続力の向上を図るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－１ 新潟県業務継続方針と新潟県業務継続計画の関係 

新潟県業務継続方針（Ｈ22.3策定）

■対象 本庁及び地域機関
■趣旨 業務継続のための基本的な考え方を定める。

⇒ 具体的な取組は各所属で対応。

新潟県業務継続計画
（自然災害等・本庁舎版）

業務継続方針の基本的考え方の下、本庁舎に
おける業務継続のための現状分析と所属等が
行うべき対策を横断的かつ具体的に整理
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２ 非常時優先業務 

 

大規模災害発生時にあっても優先して実施すべき業務を「非常時優先業務」という。具体的に

は、災害応急対策業務や早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業務等（これらを「応急業務」と

総称）のほか、業務継続の優先度の高い通常業務（「優先通常業務」という）が対象となる（図表

１－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－２ 非常時優先業務のイメージ 

（出典：内閣府「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」） 

 

 

３ 業務継続計画策定の効果 

 

業務継続計画を策定することにより、非常時優先業務を明確化し、非常時優先業務以外の通常業

務を休止等することで発災直後の業務量を抑制すること、発災直後における業務継続に必要な最低

レベル以上の対応力を確保すること、早急に対応力を回復することが可能となる。 
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図表１－３ 業務継続計画の導入に伴う効果 

（出典：内閣府「中央省庁業務継続ガイドライン 第２版」） 

 

 

４ 対象範囲 

 

(1) 対象となる庁舎・組織 

業務継続計画は、本庁舎を対象とし、本庁舎で業務を行っている知事部局、病院局、企業

局、議会事務局、人事委員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事務局及び教育委員会の

組織を対象とする。 

 

(2) 対象となる危機事象   

   本庁舎やその周辺地域で発生が想定されている大規模な自然災害を主に対象とするほか、武

力攻撃事態や事件・事故又はこれに類する事態を対象とする。 

 

 

５ 基本方針 

 

 県は災害等発生時において、次の方針に基づき、業務を継続する。 

 

(1) 大規模な自然災害等の発生による被害・損失の拡大を防ぐため、県地域防災計画等で定める

応急対策業務の実効性を確保するとともに、県民の生命・身体の安全、重要財産の保全のため

に、非常時優先業務を継続する。 
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(2) 上記に必要となる職員、執務スペース、情報システム、ライフライン等の資源を優先的に確

保する。 

(3) 非常時優先業務以外の通常業務は休止・縮小とし、非常時優先業務の継続に影響を与えない

範囲で順次再開する。 

(4) 非常時優先業務の実施に必要な人員、資機材等の資源の確保・配分に当たっては、限られた

資源を最大限有効活用するため、全庁横断的に調整する。 

 

 

６ 体制移行の判断 

 

(1) 業務継続体制への移行 

 危機事象が発生した場合、体制移行の判断に関わらず、速やかに非常時優先業務の実施に

努める。職員、執務スペース、情報システム、ライフライン等の業務に必要な資源に大きな

影響があり、通常の体制では、業務継続が難しいと判断される場合、災害対策本部等におい

て、本部長が業務継続体制への移行を決定する。 

 

(2) 業務継続体制の終了 

概ね通常の体制で、県の業務継続が可能になったと判断される場合、災害対策本部等にお

いて、本部長が決定する。 

 

(3) 体制移行の周知 

県が体制を移行した場合には、各種媒体を通じて県民に広く周知し、県の体制移行（一部

業務の縮小・休止、来庁の自粛等）について、県民・企業等に協力を求める。 

 なお、体制が終了した場合にも、同様にして県民に周知する。 

 

(4) 体制を移行する際の留意事項 

大規模な危機の規模、様態、社会への影響等は多様であることから、その全てに、業務継

続計画をそのまま適用することは、社会的・経済的混乱を招くほか、県民生活にも多大な影

響を及ぼすことが予想される。 

大規模な危機の発生時には、災害対策本部等において、その規模、様態、社会への影響等

を総合的に判断し、柔軟に運用するものとする。 
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７ 「新型インフルエンザ等発生時の業務継続方針」との関係 

 

新型インフルエンザ等感染症への対応は、原則として、「新型インフルエンザ等発生時の業務継

続方針」（平成 26 年９月）に基づき対応する。 

自然災害等と感染症対策の複合的な対応が必要となった場合は、感染症特有の環境整備や発症者

への対応等は同方針に基づき対応することとし、優先通常業務の継続のために必要な全庁的な調整

は、本業務継続計画（下図では「自然災害ＢＣＰ」という｡）に基づいて対応することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１－４ 自然災害ＢＣＰと新型インフルエンザ等業務継続方針の関係 

優先通常業務（※）
の継続

災害時等の応急業務
の実施

新型インフルエンザ等
対策業務の実施

自然災害が発生
⇒「自然災害ＢＣＰ」で対応

優先通常業務
の継続

災害時等の応急業務
の実施

新型インフルエンザ等
対策業務の実施

「自然災害ＢＣＰ」
で対応

「新型インフルエンザ等
業務継続方針」で対応

自然災害と新型インフルエンザ等の流行が
同時発生した場合

新型インフルエンザ等の流行が発生
⇒「新型インフルエンザ等業務継続方針」で対応

※優先通常業務の休止・中断できない期間は、自然災害と新型インフルエンザ等の流行期で異なる。
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第２章 被害状況の想定 
 

 

１ 想定する自然災害 

 

県庁舎及びその周辺区域が甚大な被害を受ける自然災害として、以下の災害を想定する。 

 

(1) 震度想定（内陸型地震）：震度６弱～６強（本庁所在地） 

ア 新潟県地震被害想定調査における想定震度：震度６弱（本庁所在地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－１ 震度分布図_長岡平野西縁断層帯（本庁舎所在地点の震度が最も大きいケース） 

（出典：新潟県地震被害想定調査（令和４年３月） 

   

  

本庁 
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イ 新潟市防災基礎調査における想定震度：震度６強（本庁所在地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－２ 震度分布図_長岡平野西縁断層帯 

（出典：新潟市防災基礎調査報告書（平成 27 年３月）） 

 

(2) 津波想定（海洋型地震）：「浸水なし」（本庁所在地） 

   本庁所在地点は「浸水なし」との想定だが、女池・鳥屋野地域をはじめ周辺地域は 0.01ｍ～

5.0ｍ未満まで浸水すると想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－３ 津波の浸水想定 

（出典：新潟県津波浸水想定図（平成 29 年 11 月）） 

本庁 

本庁 
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(3) 液状化：危険度４（本庁所在地） 

   本庁所在地点は過去に液状化しており、かつ、今後も液状化の可能性が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－４ 液状化履歴と危険度 

（出典：国土交通省北陸地方整備局：液状化しやすさマップ（新潟地域）） 

 

(4) 大規模洪水：浸水なし（本庁所在地） 

   本庁所在地点は「浸水なし」との想定だが、女池・鳥屋野地域をはじめ周辺地域は 5.0ｍまで

浸水すると想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図表２－５ 洪水による浸水想定 

（出典：新潟市ハザードマップ） 

本庁 

本庁 
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２ 地震による新潟市内の人的・ライフライン被害の予測 

 

(1) 人的被害 

   長岡平野西縁断層帯の地震による死傷者は、新潟市内全域で最大で死者約 4400 人、負傷者約

15,500 人と想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－６ 人的被害予測結果（長岡平野西縁断層帯の地震 冬 18 時 風速８ｍ／ｓ） 

（出典：新潟市防災基礎調査報告書（平成 27 年３月）） 

 

(2) ライフライン被害 

   長岡平野西縁断層帯の地震によるライフラインへの被害と復旧見込みは次のとおり予測され

ている。 

 

 被害 半数までの回復日数 ９割までの回復日数 

上水道 市人口の 89％で断水 ２週間程度 約１か月半 

下水道 被害延長：約 239km － 
８割までの復旧（目標） 

20.1 日 

電気 ほぼ全域で停電 １日程度 ３～４日 

都市ガス 
普及人口の８割で 

供給停止 
20 日程度 約１か月半 

図表２－７ ライフラインの被害予測結果 

（出典：新潟市防災基礎調査報告書（平成 27 年３月）から作成） 
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３ 本庁舎の被害想定 

 

本庁機能の各資源に対する被害として、以下を想定する。 

 

(1) 職員 

業務資源 被害想定 

職 員 

○ 本人又は家族の被災や家屋の全半壊、救出・救助への従事等により、登

庁できない職員が発生。 

○ 道路の損壊や公共交通機関の途絶等により、本庁舎から概ね 20ｋｍ以

上の場所に居住する職員は、数日間は登庁できない状況が発生。 

○ 発災が勤務時間中である場合は、負傷又は帰宅困難となる職員が発生。 

 

(2) 本庁舎（危機管理センターを除く） 

業務資源 被害想定 

庁舎 

（構造・敷地） 

○ 震度７程度の地震でも倒壊することは考えにくく、庁舎そのものは使用が可

能。 

執務室 
○ キャビネットや書庫の転倒、パソコン・FAX の落下及び書類の散乱等

が発生。 

電力 ○ 発災後３日間程度は、外部からの電源供給はない。 

上下水道・ 

工業用水道（雑用水） 

○ 発災後７日間程度は、外部からの上水道・工業用水道の給水がなく、

下水道は被災し排水ができない。 

エレベーター・ 

空調設備 

○ 停電、地震等によりエレベーター内での閉じ込めが発生。 

○ 停電、地震等の発生後のエレベーター運転再開のため、点検実施が必

要となるが、点検業者の確保までの間、１日程度は運転できない。 

○ 停電時も自家発電により、エレベーター及び空調設備は一部利用可能。 

通信 

（電話・防災行政無線） 
○ 固定電話、携帯電話とも発災後輻輳により５日間程度は接続しにくい。 

通信 

（電子メール） 

○ 電子メール（職員メール、所属・業務メール）は、通信事業者回線が

被災し対外的なメールは使用できなくなる。 

情報システム 

○ 一部サーバに障害が発生。 

○ データを遠隔地保管している共通基盤上のシステムは、完全復旧に３

週間程度を要する。 

○ 電算機室にバックアップを保管してあるシステムは、サーバ等が被災

していなければ３日程度で復旧可能。 
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業務資源 被害想定 

○ データのバックアップをとっていないシステムは復旧が困難。 

○ 庁内ＬＡＮパソコンは非常用発電機から電源供給されるため、通常ど

おり利用可能。ただし、落下や破損により、一部利用不可能なものが発

生。 

○ 県庁・地域振興局間のネットワーク回線（通信事業者）切断時は、自

動的にバックアップ回線（防災行政無線）に切り替わり、メール送受信

程度は可能となる。通信事業者回線は被災状況によるが、切断後、数時

間～１週間で回復する見込み。 

○ 県庁・セキュリティクラウド間、インターネット・セキュリティクラ

ウド間のネットワーク回線の切断時は、通信事業者の復旧を待つ。 

 

(3) 危機管理センター 

業務資源 被害想定 

庁舎 

（構造・敷地） 

○ 危機管理センターそのものは震度７程度まで耐えられる構造であるた

め、使用可能。状況により、周辺の液状化等により建物に入れない。 

執務室 

〇 地震等発生時、書棚・キャビネット・テレビ・コピー機・ＦＡＸ・シ

ステム関連機器・可動式間仕切り壁等が転倒、パソコン・ＦＡＸ等が落

下、書類等が散乱する。 

電力 ○ 災害が発生し、発災後３日間程度は外部からの電源供給がない。 

上下水道・ 

工業用水道（雑用水） 

○ 災害が発生し、発災後７日間程度は外部からの給水がないといった状

況を想定。 

通信 

（電話・防災行政無線） 

○ 災害が発生し、固定電話、携帯電話とも発災後５日間程度は輻輳によ

り繋がりにくい。 

〇 庁内ＬＡＮが使用不能となり、復旧するまで庁内ＬＡＮパソコンが使

用できない。 

職員の非常食・ 

飲料水等 

○ 災害が発生し、発災後３日経っても外部からの給水体制が整わず、食

料の供給もされない。 
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第３章 非常時優先業務の整理 
  

 

１ 非常時優先業務の概要 

 

(1) 非常時優先業務の選定基準 

非常時優先業務は、第２章で想定した大規模災害発生時にあっても優先して実施すべき業

務であり、具体的な基準は「大規模災害発生後１か月以内（※）に業務を実施できなかった

場合に社会的影響が発生する業務」とする。 

社会的影響の有無については、以下の「社会的影響の判断の視点」を考慮し判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業務に必要な資源が概ね回復し、通常の体制で業務を実施できるようになると考えられ

る期間を１か月と想定する。（内閣府「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続

の手引き」で望ましいとされている想定期間） 

 

(2) 非常時優先業務の分類   

   非常時優先業務は、以下の２つに分類される。 

 

①「応急業務」   災害応急対策業務や早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業務等 

②「優先通常業務」 業務継続の優先度の高い通常業務 

 

 

 

〔社会的影響の判断の視点〕 

(1) 休止による社会的影響の有無 

ア 県民の生命・安全・生活の維持に支障があるか。 

イ 県民に対し、甘受できない不利益・不公平が発生するか。 

ウ 財産の保全、経済活動、社会機能等の最低限の継続に支障があるか。 

(2) 県の他の業務への影響の有無 

休止・中断により、県機能や災害対策本部等の影響が大きい業務に支障があるか。 

(3) 法令上の処理期限等の有無 

法令上の処理期限や業務の実施サイクルの義務付け等があるか。 
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図表３－１ 非常時優先業務の分類 

 

(3) 業務開始目標時間の設定   

   非常時優先業務を実施できなかった場合に社会的影響が発生する時間帯（「業務開始目標時

間」）を各業務で設定する。 

「業務開始目標時間」は、業務に着手し始める時間ではなく、一定程度の業務が実施される

時間を指す。 

 

 

２ 非常時優先業務の選定 

 

上記１に基づき選定した非常時優先業務は以下のとおりとなる。 

 

(1) 災害対策本部の業務   

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－２ 災害対策本部の非常時優先業務数（業務に必要な職員数）（令和元年７月時点） 

 

②優先通常業務 

①応急業務 

（災害対応業務の一部） 

（単位：人）

３時間 ６時間 １日 ３日 １週間 ２週間 1か月
統括調整部 77 89 92 95 97 97 99
保健医療教育部 25 31 40 42 43 43 43
被災者対策部 8 19 23 26 26 26 26
食料物資部 23 50 50 51 51 51 51
生活基盤対策部 10 10 12 12 12 13 13
生活再建支援部 0 0 7 13 33 33 36
治安対策部 8 8 8 8 8 8 8
合計（累計） 151 207 232 247 270 271 276

業務開始目標時間（以内）
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 (2) 各部局の業務   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－３ 部局の非常時優先業務数（業務に必要な職員数）（平成 31 年２月時点） 

 

 

３ 職員の参集シミュレーション 

 

(1) シミュレーションの趣旨   

   災害発生直後における職員の自宅から本庁舎までの参集時間をシミュレーションすること

で、非常時優先業務の実施・継続に必要な職員数が確保できるかを検討し、確実な業務執行

につなげる。 

 

(2) シミュレーションの要領   

職員の居住地に応じて、次のとおり登庁までの時間を整理する。 

 

ア 自宅から本庁までの距離が 20km 未満の職員 

○ 距離が 20km 未満の職員は、徒歩での登庁を想定する。 

○ 通勤時に車や公共交通機関を利用している者は、徒歩経路での本庁までの距離を計

測する。 

○ 登庁までの時間は、被災状況を考慮し、時速４ｋｍで計算する。 

３時間 ６時間 １日 ３日 １週間 ２週間 1か月
知事政策局 6 11 4 7 8 0 3
総務管理部 49 2 13 27 11 5 2
県民生活・環境部 2 3 5 2 5 2 0
防災局 7 0 1 4 2 1 0
福祉保健部 19 0 7 1 10 4 7
産業労働観光部 3 1 0 5 1 0 4
農林水産部 31 0 19 17 10 8 7
農地部 6 0 2 17 1 2 0
土木部 60 6 6 16 8 0 9
交通政策局 11 0 5 3 0 0 3
出納局 6 0 0 2 0 0 0
病院局 4 0 6 0 2 0 0
企業局 3 0 1 0 8 0 0
議会事務局 24 5 0 0 0 0 0
教育庁 15 0 10 1 48 15 8
労働委員会事務局 0 0 0 0 0 5 0
人事委員会事務局 7 0 0 0 0 0 0
監査委員事務局 0 0 0 0 0 0 2
合計（累計※） 253 262 338 426 538 568 597
※当該時間までに完結する業務を除いた累計。

業務開始目標時間（以内）
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イ 自宅から本庁までの距離が 20km 以上の職員 

    ○ 道路等の復旧状況を考慮し、発災３日目以降に、車又は公共交通機関で登庁するこ

とを想定する。通勤時における距離を計測する。 

 

  ウ 登庁不能職員の想定 

     アの職員のうち、３割は登庁不能と仮定する。 

     （登庁不能職員３割の内訳） ２割：被災のため登庁不可、１割：救助のため登庁不可 

 

(3) シミュレーションの実施結果（令和２年１月実施） 

職員の居住地に応じて、次のとおり登庁までの時間を整理した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－４ 災害対策本部の非常時優先業務に必要な人員数と参集可能人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－５ 部局の非常時優先業務に必要な人員数と参集可能人数 
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４ 所属における平時からの取組 

 

(1) 災害対策本部要員の指名や非常時優先業務の割り振り   

各所属は、上記３を踏まえ、災害対策本部要員の指名や非常時優先業務の割り振りを検討

するにあたっては、職員の参集可能時間を考慮するものとする。 

 

(2) 担当職員が被災等により業務を実施できない場合に備えた対策等   

各所属は、非常時優先業務に従事する職員が被災等により業務を実施できない場合や発災

時の人員不足に備え、以下の対応を実施するものとする。 

 

ア 業務マニュアル等の整備 

代替要員が非常時優先業務を円滑に実施できるよう、業務マニュアル等（事務引継書を含

む｡）整備する。 

 

イ 代替要員の指名等 

 ○ 現担当者から代替要員に対する業務内容・遂行方法の概要の説明 

 ○ 関係書類・関係ファイルの所在の代替要員による確認 

 

ウ 関係機関との応援協定締結の検討等 

  ○ 応急業務の実施又は継続のために、関係事業者等との災害時における応援協定の締結等

を積極的に検討する。 

  ○ 既に締結済みの協定に基づく仕組み等については、発災後の円滑な応援受け入れのた

め、応援・受援に関する連絡・要請の手順、災対本部との役割分担・連絡調整体制、応援

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等の必要な事項

を定め、関係機関で共有する等、必要な準備を整える。 
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第４章 業務執行体制の確保 
 

 

１ 指揮命令系統 

 

 大規模な危機の発生時に迅速かつ的確に業務を実施するためには、職員の確保とともに、指揮命

令系統の確立が必要となる。 

 

○ 基本的には、「新潟県事務決裁規程」等に基づき、業務を執行する。 

○ 災害対策本部が設置された場合における本部の事務の代決については、「新潟県地域防災計

画」に基づき、行う 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－１ 災害対策本部の組織図と本部事務の代決規定 

（出典：新潟県地域防災計画 震災対策編 第３章第１節から抜粋） 

 

統括調整会議

（統括調整部）
　部長、副部長
　ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ
　局長、班長
（応急対策各部）
　各部統括調整員

防災会議
連絡員室

統括調整部

防災関係機関の合同会議

本 部 長
（ 知 事 ）

副 本 部 長
（ 副 知 事 ）

本部員会議
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東
　
京
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現
地
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策
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村上　新発田　新潟　三条

長岡　魚沼　南魚沼　十日町

（12地域振興局）

柏崎　上越　糸魚川　佐渡

地方本部

複合災害時

統括
グループ

(3) 本部（本庁）の組織、運営等 

ア 本部長（知事） 

   本部長は、本部の事務を総括し、本部職員

を指揮監督する。 

 イ 副本部長（副知事） 

(ｱ) 副本部長は、本部長を補佐し、本部長

に事故あるときはその職務を代理する。 

(ｲ) 本部長の職務を代理する副本部長の

順序は、「知事の職務を代理する副知事

の順序を定める規則」で定める順位によ

る。 

 （第１順位：第１副知事、第２順位：第

２副知事） 

オ 統括調整部 

 (ｱ) 部長及び副部長 

ａ 部長は、危機管理監をもって充てる。 

ｂ 副部長は、防災局長及びあらかじめ指

定された者をもって充てる。 

ｄ 部長に事故あるときは、副部長がその

職務を代理し、その順序は、第１順位を

防災局長とする。 

カ 応急対策各部 

 (ｱ) 部長及び副部長 

ａ 部長及び副部長は、あらかじめ知事が

指名する。 

ｂ 部長は、本部長の命を受け部の事務を

掌理し、所属職員を指揮監督する。 

ｃ 部長に事故あるときは、副部長がその

職務を代理する。 
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２ 災害時の職員参集の基本的な考え方 

 

(1) 参集基準 

災害発生時の参集については、地震及び津波発生時の登庁基準並びに風水害等についての

配備基準が「新潟県地域防災計画」に定めてある。 

所属は、これらを参考に、非常時優先業務に係る職員の参集基準を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－２ 地震及び津波発生時の職員の登庁基準 

（出典：新潟県地域防災計画 資料編） 

 

 

 

 

 

 

図表４－３ 風水害発生時の配備基準 

（出典：新潟県地域防災計画 風水害対策編第３章第２節） 

１（９）地震発生時の登庁基準   

※登庁にあたっては、職員および家族の安全確保を最優先し、安全性を確認してから登庁する

こと。 

 

震度 
配 備 体 制 

本庁職員登庁基準 地域機関職員登庁基準 

４ 

地震第１次配備体制 

１ 危機対策課 

(1) 課長及び課長補佐 

 (2) その他の職員      ５割程度 

２ 防災企画課・消防課・原子力安全対策課 

職員      各室係（班）１名以上 

３ 応急対策が主要な課・室 

(1)  課・室の長及び課長補佐 

(2)  その他の職員      ５割程度 

４ 情報収集及び状況の公表業務が主要な 

課・室           ２名以上 

１ 地域振興局 

(1) 庁舎管理対策職員    ２名以上 

(2) 応急対策が主要な部・課・室 

              ５割程度 

(3) 情報収集及び状況の公表業務が主要

な部・課・室       ２名以上 

２ 地域振興局以外の地域機関 

(1) 応急対策が主要な地域機関 

               ５割程度 

(2) 情報収集及び状況の公表業務が主要

な地域機関        ２名以上 

５
弱
・
強 

地震第２次配備体制（本庁に警戒本部設置） 

１ 危機管理監 

２ 防災局職員        全  員 

３ 応急対策が主要な課・室  全  員 

４ 情報収集及び状況の公表業務が主要な

課・室 

 (1) 課・室の長及び課長補佐 

 (2) その他の職員      ５割以上 

５ 上記３・４に該当しない課・室 

               ２名以上 

６ 県災害対策本部の副班長以上の要員と

して指名されている職員 

１ 地域振興局 

(1) 地域振興局長又は企画振興部長 

(2) 庁舎管理対策職員    ３名以上 

(3) 応急対策が主要な部・課・室 

全  員 

 (4) 情報収集及び状況の公表業務が主要

な部・課・室 

  ① 部等の長及び副部長（副部長相当職

にある職員） 

  ② その他の職員     ５割以上 

２ 地域振興局以外の地域機関 

(1) 応急対策が主要な地域機関 

               全  員 

(2) 情報収集及び状況の公表業務が主要

な地域機関 

① 地域機関の長及び次長（次長相当

職にある職員） 

② その他の職員    ５割以上 

３ 県災害対策本部（地方本部）の連絡調整

部の要員に指名されている職員 

以
上
６
弱 

地震第３次配備体制（災害対策本部自動設置） 

全職員登庁 全職員登庁 

（注）１ 本庁にあっては、県内で観測された震度を基準とする。 

   ２ 地域機関にあっては、管内で観測された震度を基準とする。 

   ３ 本庁に災害対策本部が設置された場合は、本庁職員は全職員登庁すること。 

１（10）津波発生時の登庁基準 

※ 津波注意報、津波警報、大津波警報が発表されている場合は、職員および家族の安全確保を

最優先し、津波等の危険がある地域においては、安全性を確認してから登庁すること。 

 

情
報 

津
波 

配 備 体 制 

本庁職員登庁基準 地域機関職員登庁基準 

津
波
注
意
報 

津波第１次配備体制（本庁に警戒本部設置） 

１ 防災局長 

２ 防災局次長 

３ 防災企画課・危機対策課職員 全員 

４ 消防課・原子力安全対策課職員 

             各室係１名以上 

５ 応急対策が主要な課・室 

      ５割程度 

６ 情報収集及び状況の公表業務が主要 

な課・室          ２名以上 

１ 地域振興局 

(1) 庁舎管理対策職員    ２名以上 

(2) 応急対策が主要な部・課・室 

              ５割程度 

(3) 情報収集及び状況の公表業務が主要な

部・課・室        ２名以上 

２ 地域振興局以外の地域機関 

(1)  応急対策が主要な地域機関 

               ５割程度 

(2) 情報収集及び状況の公表業務が主要な

地域機関         ２名以上 

津
波
警
報 

津波第２次配備体制（本庁に警戒本部設置） 

１ 危機管理監 

２ 防災局職員       全  員 

３ 応急対策が主要な課・室 全  員 

４ 情報収集及び状況の公表業務が主要

な課・室 

 (1) 課・室の長及び課長補佐 

 (2) その他の職員     ５割以上 

５ 上記３・４に該当しない課・室 

              ２名以上 

６ 県災害対策本部の副班長以上の要員

として指名されている職員 

１ 地域振興局 

(1) 地域振興局長又は企画振興部長 

(2) 庁舎管理対策職員    ３名以上 

(3) 応急対策が主要な部・課・室 

全  員 

 (4) 情報収集及び状況の公表業務が主要な

部・課・室 

  ① 部等の長及び副部長（副部長相当職

にある職員） 

  ② その他の職員     ５割以上 

２ 地域振興局以外の地域機関 

(1)  応急対策が主要な地域機関 

               全  員 

 (2) 情報収集及び状況の公表業務が主要な

地域機関 

① 地域機関の長及び次長（次長相当職

にある職員） 

② その他の職員    ５割以上 

３ 県災害対策本部（地方本部）の連絡調整部

の要員に指名されている職員 

警
報 

大
津
波 

津波第３次配備体制（本庁に警戒本部設置） 

全職員登庁 全職員登庁 

（注）１ 地域機関にあっては、対象海岸線を有する地域機関とする。 

   ２ 本庁に災害対策本部が設置された場合は、本庁職員は全職員登庁すること。 

配備体制区分 配備基準 

災害第１次配備 
局地的な災害に対応するため、応急対策を実施する

必要のある所属（課・室等）が中心となる体制 

災害第２次配備 
複数市町村にわたる災害に対応するため、応急対策

を実施する必要のある部局が中心となる体制 

災害第３次配備 
広範囲にわたる大規模な災害に対応するため、全庁

的な体制を配備する。 
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(2) 参集時の基本ルール（注意事項） 

  ア 登庁前 

   ○ インターネット及びテレビ等から、災害情報や気象情報等を入手する。 

   ○ 家族や近隣住民等の安全の確保を最優先に行動する。初期消火や人命救助を積極的に行う。 

 

  イ 登庁 

   ○ あらかじめ定められた方法により、所属へ安否を報告する。（以下３参照） 

   ○ 参集基準に従って登庁する。 

   ○ 登庁の際は、余震等や家屋の倒壊、道路の陥没、橋梁の落下などに注意する。 

   ○ 交通渋滞の原因とならないよう徒歩、自転車、バイク又は公共交通機関を利用する。 

 

  ウ 携行品等 

   ○ 動きやすい服装で帽子等を着用し、３日分程度の飲料水、食料、懐中電灯など必要なも

のを可能な範囲で携帯する。 

 

 

３ 安否確認 

 

非常時優先業務について、必要な要員を確保し、業務の実施体制を迅速に構築するためには、平時

から、職員の安否確認の適切な実施方法を整えておく必要がある。 

 

(1) 現状・課題等 

ａ 現 状 

 

○ 防災局等の一部職員は、携帯を義務付けている公用携帯電話に対し、

電話又はメールで安否確認を行っている。 

○ その他の職員については、各所属に緊急時の連絡網（電話）を整備し、

当該連絡網に基づき、決められた方法で安否確認を行っている。 

ｂ 状況予測 ○ 発災当初は、固定電話・携帯電話ともに、輻輳等の影響を受けるため、

電話での確認がスムーズに行えない可能性がある。 

ｃ 課 題 ○ 多くの職員では、単一の連絡手段（私用の固定又は携帯電話）しか把

握しておらず、メール等複数の媒体による確認方法が準備されていない。 

ｄ 対策 ○ 以下の視点から安否確認のための基本ルールを定める。 

・ 安否確認は、いつ、どのような時に行うべきか。 

・ 安否確認の責任者、実施者はだれか。集約先はどこか。 

・ 安否確認に際し、確認すべき対象、内容は何か。 

・ 安否が確認できない場合はどうすべきか。 

・ 安否確認の重要性や実施方法等について、職員の認知度は十分か。 
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(2) 安否確認の基本ルール（主に勤務時間外に発災した場合を想定） 

ア 実施主体 

安否確認は、実施方法の検討を含めて、所属において行う。 

 

イ 実施基準 

原則として、県地域防災計画に定める「第３次配備体制」（Ｐ18 参照）又はこれに準じる体

制を要する危機事案の発生時に安否確認を行う。 

 

ウ 実施方法 

○ 職員は、安否確認の実施基準を満たす危機事案の発生時には、速やかに、あらかじめ決め

られた方法で、自発的に所属へ安否について報告する。 

○ 所属長は、実施基準を満たさない場合でも必要に応じて、職員に対し、安否報告を求める。 

○ 職員から報告のあった安否情報は、所属長が指示した職員が取りまとめ、部局主管課へ報

告する。部局主管課は、部局内の情報を取りまとめ、人事課へ報告する。 

 

エ 安否確認で報告する事項 

① 本人及び家族の安否（負傷の有無等） 

② 被災状況（住家の被害等） 

③ 安全確保の状況 

④ 現在地と登庁の可否 

⑤ 登庁に要する時間（目安）等 

 

 (3) 勤務時間内に発災した場合の取扱い 

○ 所属長は、速やかに職員の安否を確認する。 

○ 出張等で庁外にいる職員は、(2)に準じて所属へ安否について報告する。 

○ 職員の安否情報は、所属長が指示した職員が取りまとめ、部局主管課へ報告する。部局主

管課は、部局内の情報を取りまとめ、人事課へ報告する。 

 

(4) 安否確認の留意事項 

○ 所属長は、二次災害を避けるため、職員及びその家族の安全が確保されていない状況下に

おいては、無理に登庁させず、連絡体制を確保した上で、安全が確保された段階で登庁する

よう指示することとする。 

○ 所属長は、非常時優先業務に従事するため家族の安否を確認する余裕のない職員や家族の

安否が確認できない職員に対しては、状況に応じて必要な配慮を行うものとする。 

○ 職員は、勤務時間内に発災した場合など、家族の安否を確認する必要があることから、家
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族間において、災害用伝言ダイヤルなどを活用した連絡方法を確認しておく。 

 

(5) 所属における平時の準備事項 

ア 安否確認方法の検討と共有 

○ 安否確認を行う手段を定め、所属内で共有しておく。 

○ 安否確認手段は、電話だけでなく、Ｅメール（携帯電話、自宅パソコン等）やチャットア

プリ（ＬＩＮＥ等）など、複数の媒体による連絡先を設定する。 

○ その他、ＮＴＴ災害用伝言ダイヤルや、通信会社による伝言掲示板など、災害時に使用で

きる安否確認のためのツール等の活用も検討する。 

○ 上記の情報を整理の上、全職員に配付し、最新の情報に更新されているか定期的に確認する。

（保管に際しては個人情報の取り扱いに十分に留意。） 

○ 輻輳等の影響により、連絡網に沿った連絡が困難な場合の対応（連絡が取れない相手は後に

する、職員の側から所属へ連絡する、災害伝言ダイヤル等に安否登録をする等）を決めておく。 

 

イ 訓練の実施 

上記アのツールを活用し、平時から安否確認の手順に沿った訓練を定期的に実施する。 

※ 例えば、一斉メールに対し、速やかに全ての職員から安否の報告や登庁の可否を報告さ

せ、集約する訓練等 

 

 

４ 庁舎に参集できない場合等の対応 

 

(1) 所属職場に登庁できないとき 

 何らかの事由により、自分の所属職場に登庁できない場合は、最寄りの県の機関に登庁し、電

話又はメール等により所属長に報告するとともに、指示を仰ぐものとする。 

 

(2) 登庁すべきか判断に迷うとき 

 職員の家族等の安全確保が必要な場合、住居が被災した場合、交通が遮断された場合等におい

ては、所属長は職員の状況に応じて登庁の要否を判断する。 

 

(3) 情報の取りまとめ 

 職員の参集状況は、職員の安否情報と併せて、部局で取りまとめ、人事課で集約する。 
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５ 応援体制 

 

(1) 所属の取組 

○ 非常時優先業務に係る必要人員が所属内で確保できない、又はできないと想定される場合

は、他所属からの応援体制を検討し、部局主管課へ報告するものとする。 

 

(2) 部局の取組 

○ 部局主管課は、部局内各所属の業務及び人員計画等を取りまとめ、部局としての対応計画

を作成する。 

○ 対応計画を作成する際は、各所属の業務量の偏りに留意し、必要に応じて応援体制を準備

する。部局内での対応が困難な場合は、人事課を通じて他部局からの応援を検討する。 

○ 人事課は、全庁的な応援の調整状況等を踏まえ、なお、人員が不足する場合は、地域機関

等からの応援も検討するものとする。 

 

(3) 他の地方公共団体等からの応援 

○ 災害対応業務に当たっては、各相互応援協定やその他の仕組み等に基づき、他の地方公共

団体等からの受援も積極的に活用する。 
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第 5 章 執務環境の確保 
 

 本庁舎（危機管理センターを除く）  

 

１ 庁舎（庁舎構造体・敷地） 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

○ 昭和 60 年竣工 鉄骨造（地下：鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンク

リート造）地上 18 階・地下１階、延べ床面積:45,498.71 ㎡ 

○ 行政庁舎、東回廊、西回廊（北・中央ブロック）は、現行建築基準法の

目標値に対し約 1.5 倍の耐震性を確保。西回廊（南ブロック）は約 1.1

倍の耐震性を確保。 

○ 新潟地震の際、地盤の液状化現象が顕著であったことから、地盤の強

度の確保と地震時の液状化現象の原因となる水を誘導する水抜き杭（400

φ,L=13m,約 13,200 本）を建物周囲に敷設している。 

ｂ 状況予測 ○  耐震について上記現状に記載の対策を行っていることから、震度７程度の

地震でも倒壊することは考えにくく、庁舎そのものは使用が可能であると想定

する。 

ｃ 課 題 ○ 給排水設備を始めとした地震による庁舎設備への影響やライフライン

被害、通勤手段の確保が困難等の理由により、一時的に本庁舎の一部の

利用が不可能、又は機能が十分に発揮できない場合が想定されるため、

本庁舎の一部機能を一時的に移転できるよう、代替施設を確保しておく

必要がある。 

○ 窓ガラスが割れたり、壁にひびが入ることはあるため、一時的な屋外

への避難は必要な場合がある。 

ｄ 対 策 ○ 年 1回避難訓練（火災を想定）を実施している。 

○ 本庁舎の一部機能を一時的に移転する代替施設を検討する。 

 

(2) 発災時の対応手順 

○ 管財課は、発災後速やかに庁舎の被災状況を確認し、使用の可否を判断するとともに、立入禁止

等の措置が必要な場合は、その旨を表示する。なお、被災建築物応急危険度判定が必要な場合、判

定士の資格を有する職員による判定をもとに、庁舎の使用可否を判断するものとする。  



 

24 

○ 庁舎の被災状況の確認に当たっては、共用スペース等にいる来庁者の被災状況についても確

認し、必要に応じて避難誘導・救護等を行う。 

○ 管財課は、庁舎の被災状況及び庁舎利用上の注意点について、庁内に周知する。  

 

 

２ 執務室内（建築非構造部材、什器等） 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

○ 執務室内のキャビネットや書庫の転倒、窓ガラスの飛散、天井パネル・

壁の剥離、机上のパソコン等の落下及び書類等の散乱が発生すると、そ

れらの整理に多くの人数と時間を要する。 

ｂ 状況予測 ○ キャビネットや書庫の転倒、パソコン・FAX の落下及び書類の散乱等が

発生すると想定 

ｃ 課 題 ○ 発災直後は、散乱した書類等の整理に追われ、業務への着手が遅延し、

迅速な業務遂行の妨げとなる。 

○ キャビネットや書庫等の転倒防止対策を行う必要がある。 

ｄ 対 策 ○ パソコンの設置方法を工夫するとともに、キャビネットや書庫等の転

倒やガラスの飛散等の防止対策を実施する。 

○ キャビネットや書庫の上など、高所に書類や荷物等を置かないよう徹

底する。 

 

(2) 発災時の対応手順 

○ 執務室内に来庁者がいる場合は、来庁者の安全確保を最優先に行い、必要に応じて避難

誘導・救護等を行う。 

○ 登庁した、あるいは在庁していた職員は、非常時優先業務の継続に支障のない範囲で執

務室内の散乱した机やキャビネット等の片付けを行い、執務環境を整える。 

○ 必要に応じて災害対策本部（関係各課）に連絡し資機材の提供や応援を要請する。 

○ 部局の主管課は、部局内執務室の被災状況（来庁者の被害状況等を含む）をとりまと

め、管財課に報告するものとし、管財課は部局等の報告を取りまとめ、災害対策本部に報

告する。  

○ 管財課は、会議室や供用スペース等の片付けを行う。  
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３ 電力 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

○ 自家発電設備は 2,000kVA の発電機１台、500kVA の発電機１台の計２

台を保有し、最大燃料保有量は 90,000ℓであり、最大稼働可能時間は 74

時間である。（危機管理センターは別途）74 時間以上稼働する場合には、

燃料の灯油を補給する必要がある。 

○ 発電機１台が故障し、部品調達が困難な場合は、もう１台の発電機での稼

働となるため、相当期間、電源供給機器を大幅に絞っての稼働となる。 

○ 発電機で全ての機器に電気を供給できないため、発電機運転時は、照

明の間引き点灯、一部エレベーターの停止等により負荷を抑制するが、

各室課等の全てのコンセントは、非常用電源として使用可能である。 

○ 特別高圧２回線での受電のため、３日以上の停電の可能性は低い。 

ｂ 状況予測 ○ 発災後３日間程度は、外部からの電源供給はないと想定する。 

ｃ 課 題 ○ 可能性としては高くはないが、長時間の停電でも対応できるように自

家発電設備が継続稼働できる燃料の調達方法などの確保策を講じておく

必要がある。 

○ 自家発電設備が故障した際のバックアップ手段を講じる必要がある。 

ｄ 対 策 ○ 行政庁舎非常用発電機の燃料分を含めた新潟県石油商業協同組合及び

石油連盟との協定を締結している。 

○ 災害時の電源車によるバックアップのため、東北電力(株)との包括連

携協定を締結している。また、電源車用接続設備を県庁舎に用意をして

いる。 

○ 停電対応訓練により非常用発電機による電源供給箇所の確認、停電時

にとるべき対応等を確認している。 

 

(2) 発災時の対応手順 

○ 管財課は、停電の優先的な復旧について、電気事業者に要請する。 

○ 管財課は、停電による県庁舎機能の停止を防止するため、自家発電設備の燃料供給体制を

確立する。 
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(3) 本庁舎における自家発電設備の現状 

項  目 非常用発電機（２台） 

発 電 量 2,000kVA 500kVA 

持続時間 74 時間 74 時間 

設置場所 本庁舎地上１階 本庁舎地上１階 

燃  料 灯油 90,000ℓ 

冷却方式 空冷式 空冷式 

供給範囲 本庁舎 本庁舎 

 

 

４ 上下水道・工業用水道（雑用水） 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

○ 上水道・工業用水道の給水は、地下１階の各受水槽で一旦貯水し、12 階か

ら 18 階は、屋上にある高架水槽へ揚水ポンプでポンプアップされた後、自然

流下により給水、6 階から 11 階は、屋上にある高架水槽から減圧弁により減圧

し給水、5 階以下は、受水槽から加圧給水ポンプにより給水されている。 

○ 断水時には、上水道・工業用水道は、通常使用量で受水槽に約１日分程

度の水を確保しているが、大型の汚水槽がないため、下水道が停止している

場合は使用できない。 

○ 発災直後は漏水による二次災害防止のため、給排水管の健全性が確認

できるまでは上下水道・工業用水道とも使用できない。 

○ 停電した場合でも、本庁舎の揚水ポンプについては、非常用発電機か

ら電源供給される。 

ｂ 状況予測 ○ 発災後７日間程度は、外部からの上水道・工業用水道の給水がなく、

下水道は被災し排水ができないと想定する。 

ｃ 課 題 ○ 発災後は給排水管の健全性が確認できるまで上下水道・工業用水道を

使用できないので、早期使用再開のため事業者との調整や協定に基づく

飲料水の確保等を明確にしておく必要がある。 

○ 汚水槽がないため発災直後から下水道の機能停止による断水が想定さ

れるため、簡易トイレの設置等の対策が必要である。 

〇 古い機器や設備について老朽化が進み、信頼度が低下する。 

ｄ 対 策 ○ 断水時にとるべき対応、上下水道・工業用水道事業者の緊急連絡先等を

確認する。 

○ 仮設・簡易トイレの配置計画を策定し、体制整備を進める。 
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〇 不測の故障が生じないよう、経年劣化を考慮し、改修又は更新を行っ

ていく。 

 

(2) 発災時の対応手順 

○ 管財課は、漏水による二次災害を防止するため、発災直後から給排水管の安全性が確保

されるまでは給排水を停止する。 

○ 管財課は、発災後速やかに給排水管の被災状況を確認し、早期に給排水を再開するため

の必要な措置を講じる。 

○ 断水の間、受水槽の貯留水、調達した水等を飲料水として使用し、下水道が復旧するま

では、トイレ使用停止とし、仮設、簡易トイレ等で対応する。 

○ 受水槽の貯留水を少しでも長く持たせるため、職員は可能な限り節水に努める。 

 

(3) 給水施設の状況 

種  別 施設名称 設置場所 
有効貯水量 

[㎥] 

使 用 量 

[㎥/日] 

使用可能 

日数[日] 

上 水 道 
受水槽 地下１階 110 

80 1 
高架水槽 行政屋上 10 

工業用水道 

(雑用水) 

受水槽 地下１階 303 
320 1 

高架水槽 行政屋上 34 

 

 

５ エレベーター・空調設備 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

○ 本庁舎のエレベーターは、震度４以上の揺れを感知すると、停電した

場合でも最寄りの階に着床し、扉を開け停止するよう設定されている。 

○ 運転の再開については、点検業者により安全性を確認したうえで、手

動で復旧することとしている。 

○ エレベーターは、非常用発電機による電源が確保されているため、停電時

においても継続運転が可能である。なお、非常用発電機の負荷低減のため、

エレベーターは運転台数を減らし、空調設備は必要最小限の運転範囲として

いる。 

ｂ 状況予測 ○ 停電、地震等によりエレベーター内での閉じ込めが想定される。 

○ 停電、地震等の発生後のエレベーター運転再開のため、点検実施が必
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要となるが、点検業者が確保できず、１日程度運転できないことが想定

される。 

○ 停電時も自家発電により、エレベーター及び空調設備は一部利用可能

と想定される。 

ｃ 課 題 ○ エレベーターの運転の再開は点検業者による安全確認の後となり、使

用再開まで一定の時間を要する。なお、空調設備は地下に常駐する委託

業者が点検するため時間を要しない。 

○ 冬期において、空調設備が不具合により稼働しない場合、防寒対策が

必要となる。 

〇 古い機器や設備について老朽化が進み、信頼度が低下する。 

ｄ 対 策 ○ エレベーター・空調設備の早期稼働に向けた手順等の確認を行う。ま

た、エレベーター内での閉じ込めが発生した場合の対応方法を確認する。 

○ 空調設備業者に緊急時の連絡体制を確認する。 

〇 不測の故障が生じないよう、経年劣化を考慮し、改修又は更新を行っ

ていく。 

 

(2) 発災時の対応手順 

ア エレベーター 

○ 管財課は、エレベーターの管制状況について確認を行う。 

○ 管財課は、保守点検業者に対し、優先的な点検及び復旧を要請し、早期の運転再開に努

める。 

○ 点検の結果、エレベーターの使用制限を行う必要があると判断した場合は、その旨を庁

内に周知する。 

○ 閉じ込めがあった場合は、業者、消防、警察に通報を行い、迅速な救出に努めるととも

に、常に救出目途等の情報提供を行うなど、不安の解消に努める。 

 

イ 空調設備 

○ 管財課は、空調設備の被害状況について確認を行う。 

○ 管財課は、保守点検業者に対し、優先的な点検及び復旧を要請し、早期の運転再開に努

める。 

○ 点検の結果、空調設備の使用制限を行う必要があると判断した場合は、その旨を庁内に周

知する。 
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６ 通信（電話・防災行政無線） 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

［電話回線］ 

○ 電話交換機及び付随する装置は、自家発電装置に接続されており、こ

の運転が継続する限り機能を維持することができる。 

○ 自家発電装置の運転が停止しても、蓄電池設備により約 20 時間運用が

可能である。 

○ 災害時でも輻輳の影響を受けにくい災害時優先電話回線を 46 回線具

備する。 

○ 危機管理センターに本庁舎と独立した交換機及び自家発電装置を保有

している。 

○ 地域振興局との内線電話は、防災行政無線により接続可能である。 

○ 自衛隊、気象台との電話についても、防災行政無線により接続可能で

ある。 

○ 電気、ガス、水道、通信事業者等ライフライン事業者との通話は、電

気通信事業者回線のみなので、災害時優先電話による。 

○ 交換機は、行政庁舎 17 階と危機管理センターに設置しており、相互に

接続している。17 階の交換機が機能停止しても、危機管理センターの電

話機能は継続可能である。 

 

［防災行政無線］ 

○ 災害時に県と県内市町村との情報伝達・収集手段を確保するため、無

線による通信回線を整備している。 

○ 県庁と地域振興局本庁舎間は、地上系、衛星系の２ルート化を図って

いる。 

○ 県庁と市町村庁舎間は、音声通話は衛星系及び 260M 系で、データ通信

は有線系及び衛星系で２ルート化を図っている。 

   地上系→多重無線回線 

   260M 系→260MHz 帯デジタル無線 

   衛星系→地域衛星通信ネットワーク 

   有線系→電気通信事業者回線（VPN） 

○ 地上系は、県庁と地域振興局本庁舎との間の電気通信事業者回線が途

絶した場合に、庁内ＬＡＮのバックアップ回線として機能する。 

○ 運搬が可能な無線設備（可搬型 VSAT 地球局（衛星系）及びデジタル移

動系無線局（260M 系））により、無線設備の無い場所においても通信手
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段を確保することが可能である。 

ｂ 状況予測 ○ 固定電話、携帯電話とも発災後輻輳により５日間程度は接続しにくい

と想定する。 

ｃ 課 題 ○ 古い機器や設備について、老朽化が進み信頼度が低下する。 

ｄ 対 策 ○ 不測の故障が生じないよう経年劣化を考慮し、改修及び更新を行って

いく。 

 

(2) 発災時の対応手順 

ア 有線設備 

○ 障害発生の有無を確認する。 

○ 交換機に障害があれば、保守業者に対応を依頼する。 

○ 事業者回線に障害がある場合、電気通信事業者に故障対応を依頼し、復旧の見通しを

確認する。 

 

イ 無線設備 

○ 障害発生の有無を確認する。 

○ 障害箇所があれば、保守業者に出動を要請する。 

○ 輻輳状況に応じて、通信統制を行う。 

○ 通信不通箇所がある場合、代替通信手段を選定する。 

○ 必要に応じて、無線設備の無い場所においても通信手段を確保することが可能な可搬型

無線設備（可搬型VSAT地球局及びデジタル移動系無線局）の配備を行う。 
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(3) 情報通信ネットワーク（防災行政無線）による通信可能機関 

回線種別 通信可能機関（双方向） 

地上系 

（多重無線） 

・ 県（地域振興局、維持管理事務所、砂防事務所） 

・ 気象台、第九管区海上保安本部 

衛星系 

（地域衛星通信ネットワーク） 

・ 地域振興局（本庁舎） 

・ 県航空隊 

・ 市町村 

・ 消防本部 

・ 自衛隊（陸自新発田、陸自高田、航空自） 

260M 系 ・ 県単独事務所 

・ 市町村 

・ 海上自衛隊 

・ 災害拠点病院 

有線系（VPN） ・ （防災局所管） 

 

(4) その他 

発災時には、市町村庁舎の被災や電話の輻輳等により通信手段が制約を受けるが、そうした状

況下にあっても、下記の通信連絡方法により、関係機関との連携を図りながら情報収集活動等の

災害対応業務に取り組んでいく必要がある。 

○  国、市町村及び防災関係機関への連絡は、情報通信ネットワークによる電話、FAX等を

使用するが、各機関への出線は限られていることから、状況に応じて通信統制を行う。 

○ 地域振興局本庁舎及び市町村への無線ルートは二重化されているので、接続可能な手段

を選択する。 

○ 市町村、県単独事務所及び災害拠点病院等に設置している260M系無線装置は、庁舎交換

機が不能となっても無線機本体にバッテリーを有しているので、無線機本体を直接操作す

ることにより防災無線回線による通信が可能である。また、無線機を庁舎外へ持ち出すこ

とも可能である。 

いずれも、当該運用にあたっては無線機の設置場所での操作となるので、設置場所を含

めて、操作方法を把握しておく必要がある。 

○ 代替施設への移転 

・ 移転準備初期の段階においては、電気通信事業者回線も不安定であることが想定され

る。移転準備のために派遣される者と、県対策本部との通信手段を確保するため、移動し

ながらの運用が可能で、庁舎内線電話機と通話ができるデジタル移動系無線局を配備する

とともに、使用者に使い方を説明する。 

・ 必要に応じて、運搬が可能で、庁舎内線電話機との通話のほか画像伝送ができる可搬型

VSAT地球局を配備する。 
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 ・ テレビ会議システムの設営を支援する。（地域振興局庁舎の場合） 

 ・ 移転先において一斉指令ＦＡＸを発令する場合は、依頼一斉ＦＡＸ機能の操作方法を

説明する。 

 ・ 必要に応じて防災映像の配信設定及び視聴方法の周知を図る。 

 

 

７ 通信（電子メール） 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 ○ 通信事業者回線が断となった場合は、復旧を待つことになる。 

ｂ 状況予測 ○ 電子メール（職員メール、所属・業務メール）は、通信事業者回線が被

災し対外的なメールは使用できなくなると想定。 

ｃ 課 題 ○ 庁内ＬＡＮで使用している通信事業者回線について、通信事業者との

間に契約上で優先的な復旧についての取り決めがなされているが、災害

時の混乱等により対応が遅れる可能性がある。 

ｄ 対 策 ○ 通信回線事業者に対して、災害時には優先的な復旧を要請する。 

 

(2) 発災時の対応手順 

○ 回線・機器等の障害発生の有無を確認。 

○ 庁内ＬＡＮに障害があれば、庁内ＬＡＮ運用保守業者に対応を依頼する。 

○ 通信事業者回線に障害がある場合、通信事業者に故障対応を依頼し、復旧の見通しを確

認する。 

 

 

８ 情報システム 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

○ 本庁には、庁内ＬＡＮ関係（職員ポータル、メール、ファイル共有、仮

想ブラウザ）、共通基盤（財務会計、給与、予算編成）、仮想化基盤のサ

ーバ等があり、システム毎にバックアップをとっている。共通基盤のみ、

システム・データを遠隔地保管している。 

○ 各地域振興局にはそれぞれの地域用のファイル共有システムサーバが

あり、定期的にバックアップをとっているが遠隔地や別場所へのデータ
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保管は行っていない。 

○ ホームページ管理システムは、外部データセンタにバックアップ用サ

ーバが有り、本庁被災時にも継続して運用可能となっている。 

○ 各所属所管システムは、システム毎にバックアップの有無は分かれる。 

○ 本庁と各地域振興局、単独庁舎は通信事業者回線で接続されている。

隣接する地域振興局は、別の通信事業者の回線となっている。 

○ LGWAN は一部市町村は本庁経由でネットワーク接続されているが、直

接接続されているところもある。 

○ セキュリティクラウドは、県内市町村回線を本庁で集約しインターネ

ットと接続している。 

○ 住基ネットは都道府県サーバにアクセスするための設備が本庁にあ

る。ネットワークは J-LIS で運用監視を行っている。 

○ 情報システム（各所属所管システム含む）が被災し停止した場合は、

サーバ内のデータに不整合が発生している恐れがあるため、各システム

の復旧に当たっては、担当職員又は運用保守業者により物理的被害等を

確認し、運用保守業者によりデータ障害を確認しながら正常動作の確認

を行う必要がある。 

ｂ 状況予測 ○ 一部サーバ障害によりサービス停止。運用管理業者点検により可能な

ものは順次復旧 

○ 庁内ＬＡＮパソコンは落下や破損により、一部利用不可能 

ｃ 課 題 ○ 職員ポータル、メール、ファイル共有サーバはバックアップをとって

いるが、同場所保管のためサーバ被災時には一緒に被災する可能性があ

る。 

○ 各所属所管システムでバックアップをとっていないものは復旧が困難

となる。 

○ 各所属等で、庁内 LAN、メール、各所属所管システム等の停止に備え、

システムを使用しない業務代替執行手段の検討が必要。 

○ 財務会計システムが停止した場合に備え、支払いの遅延や緊急支払等

に対応できるよう手処理による支払手続きの検討が必要。 

○ 各所属所管システムのデータ障害等への迅速な対応方法の検討が必要。 

○ 災害復旧を行う際の運用保守業者と職員の責任の範囲を明確にしてお

く必要がある。 

ｄ 対 策 ○ 公金支払い等の緊急の非常時優先業務については、パソコン、プリン

タ等を利用しない手作業等による代替手段及び復旧後のシステムへの反

映方法も定めておく。 

○ 情報システムを早急に復旧できるようデータの別場所保管、遠隔地保

管等、障害等に対するマニュアルを作成する。 

○ 共有すべき重要なデータ（非常時優先業務に関わるもの等）について



 

34 

は、保管・利用手順を確立し、日頃から運用する。 

○ パソコンや機器等の転倒・落下防止対策を講じる。 

○ 情報システムの運用保守業者等に対して、発災後の早期参集体制の確

立と早期対応が図られるように契約内容を検討する。 

 

(2) 発災時の対応手順 

○ 情報システムを所管する担当職員は、情報システム機器の物的損壊の確認を行うとも

に、運用保守業者にシステム点検を依頼する。 

○ 情報システム所管課は、あらかじめ作成した復旧手順マニュアルに基づき、迅速なシス

テム復旧を図る。 

○ 情報システム所管課は、システムの被災状況及び復旧見込みについて、災害対策本部に

適宜報告するとともに、庁内に周知する。 

 

(3) 庁内 LAN 等情報システムの復旧見込み時間 

ホームページ  
12 時間～9 日後 

（外部サーバにより運用継続可能） 

庁内 LAN システム（本庁内、地域機関） ３時間～７日後 

各所属所管システム システム毎に異なる 

ＬＧＷＡＮネットワーク（県内市町村、国） ３時間～７日後 

セキュリティクラウド（インターネット） ３時間～７日後 
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 危機管理センター  

 

１ 庁舎（庁舎構造体・敷地） 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

〇 平成 21 年竣工、鉄骨鉄筋コンクリート構造、地上２階、延床面積約

1,896 ㎡（西回廊２階中央吹抜けから北側） 

〇 耐震壁の設置により、官庁施設の防災拠点に求められる最上位の基準

（建築基準法の目標耐震強度の 1.5 倍相当〔官庁施設の総合耐震計画基

準Ⅰ類〕（※））を確保 

（※「大地震動に対して無被害あるいは軽微な損傷に止まり、直ちに補修

を要する耐力低下を招かない。」 

ｂ 状況予測 〇 危機管理センターそのものは（震度７程度まで耐えられる構造である

ため）使用可能であるが、敷地の液状化等により建物に入れない場合を

想定 

ｃ 課 題 〇 不測の事態に備え、危機管理センターの機能を一時的に移転できるよ

う、代替施設を確保しておく必要がある。 

ｄ 対 策 〇 危機管理センターの機能を一時的に移転する代替施設を定める。 

〇 代替施設における災害対策本部業務体制、設備の配置等について、予

め検討しておく。 

 

 

２ 執務室内（建築非構造部材、什器等） 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

〇 機器転倒・破損対策、地震動収束後の速やかな災害対応業務を考慮し

て、システム管理室及び執務室の一部に免震床を設置 

〇 防災局執務室内に、書棚・キャビネット・テレビ・コピー機・ＦＡＸ、

システム関連機器等が配置されている。 

〇 災害対策本部会議室に、大型情報表示装置が配置されている。 

〇 災害対策本部事務室を設営する場合、間取りを変更するため、センタ

ーの一部に可動式間仕切り壁が設置されている。 

ｂ 状況予測 〇 地震等発生時、書棚・キャビネット・テレビ・コピー機・ＦＡＸ・シス
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テム関連機器・可動式間仕切り壁等が転倒、パソコン・ＦＡＸ等が落下、

書類等が散乱した状態を想定 

ｃ 課 題 〇 発災直後は、落下物や散乱した書類の整理等執務室の復旧に追われ、

災害対応業務の着手が遅延。迅速な業務遂行に支障が生じる。 

〇 システム関連機器が転倒により故障した場合等、情報収集・発信業務

に支障が生じる。 

ｄ 対 策 〇 書棚やキャビネット等の転倒防止対策を施す。 

〇 書棚やキャビネットの上などに書類や荷物等を置かないよう日頃から

徹底する。 

〇 システム関連機器等の転倒防止対策を施す。 

 

 

３ 電力 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

〇 通常の商用電源は行政庁舎から供給 

〇 危機管理センター専用の非常用自家発電機を設置。発電容量は 500kVA

で、最大電力需要の電力を供給可能。最大燃料保有量は 23,200L で、最

大稼働可能時間は 72 時間  

〇 電源車等による外部供給用の電源接続口を設置 

〇 危機管理センター内のシステム機器用に、無停電電源装置を設置 

〇 （行政庁舎から電源供給を受けるため）行政庁舎の受変電設備、非常

用自家発電機にも耐震固定等を施し、耐震性能を確保 

ｂ 状況予測 〇 災害が発生し、発災後３日間程度は外部からの電源供給がないといっ

た事態を想定 

ｃ 課 題 〇 長時間の停電も予想されることから、非常用自家発電機が継続稼働で

きるだけの燃料の調達及び外部からの電力供給を受けるための電源車の

派遣等の方策を講じる必要がある。 

〇 必要時における非常用電源への切り替え、外部からの電力供給を迅速

かつ確実に実施する必要がある。 

ｄ 対 策 〇 災害時における燃料確保を目的に新潟県石油業協同組合と協定を締

結。また、電源車の優先配置を受けるため、東北電力(株)新潟支店と覚

書を締結している。 

〇 非常用自家発電機や電源車の接続訓練を実施する。 
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(2) 発災時の対応手順 

○ 管財課をとおし、停電の優先的な復旧について、電気事業者に要請する。 

〇 停電による各種システム（総合防災情報システム等）及び設備の使用停止を防止する 

ため非常用自家発電機の燃料供給体制を確立する。 

〇 非常用自家発電機が稼働できない状況において、電力の外部供給を速やかに受けるた 

め、電源車派遣要請に係る手続きを進める。 

 

 

４ 上下水道 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

○ 給水本管遮断時のために、上水及び雑用水の耐震性受水槽を整備（各々

３日分貯留可能） 

〇 下水本管遮断時のために、汚水・雑排水の耐震性排水貯留槽を整備 

（３日分貯留可能） 

【トイレ】 

・ 下水道の機能が停止した場合、危機管理センターのトイレは上記排水

貯留槽に切り替え、３日間程度の使用が可能。（行政庁舎等その他のトイ

レは使用できない。） 

・ 上水道が供給されている場合は、水源を上水道に切り替え可能 

〇 ガス本管遮断時のために、ＬＰガス式給湯設備を整備 

ｂ 状況予測 〇 災害が発生し、発災後７日間程度は外部からの給水がないといった状

況を想定 

ｃ 課 題 〇 早期の使用再開のための事業者との調整、協定に基づく飲料水の確保

方策等を明確にしておく必要がある。 

〇 発災３日後からは断水が想定されるため、給水車による外部からの供

給や仮設トイレの設置等の対策が必要である。 

ｄ 対 策 〇 水道事業者との連絡体制を確立する。 

〇 災害時における飲料水の供給に関する協定を複数事業者と締結してい

る。  

〇 仮設・簡易トイレの配置計画を策定し、体制整備を進める。 

 

(2) 発災時の対応手順 

○ 管財課をとおし、発災後速やかに給排水管の被災状況を確認し、早期に給排水を再開す
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るための必要な措置を講じる。 

○ 受水槽の貯留水を少しでも長く持たせるため、職員は可能な限り節水に努める。 

○ 断水の間は、調達した飲料水や仮設トイレ等で対応する。 

 

 

５ 通信 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

［電話回線］ 

〇 災害時等の通信機能を確保するため、危機管理センターに電話交換機

を設置し、通信事業者回線を直接引き込み、専用の外線通話回線を確保 

〇 センターの電話交換機、行政庁舎の電話交換機及び防災行政無線中継

交換機を相互に接続し、内線交換を可能にするとともに、非常通信線路

も確保（防災行政無線との連携） 

〇 電話交換機は二重化することで冗長化を図り、継続利用を可能として

いる。（運用系統がダウンした際、待機系統に自動的に切り替え） 

〇 防災行政無線は主要無線機を二重化。一部区間では回線を二重化 

〇 災害対策本部事務室を迅速に設営するため、ＰＨＳ電話を整備 

〇 災害時にも輻輳の影響を受けにくく、発信が可能となる災害時優先電

話 25 台、衛星携帯電話 74 台を保有 

 

〔総合防災情報システム〕 

〇 クラウド化しており、インターネット環境があれば庁舎外からでもシ

ステム使用が可能 

〇 庁内ＬＡＮが使用できない場合は、ＷｉＦｉ等でインターネットが利

用できるパソコン、タブレット端末、スマートフォンからシステム使用

が可能 

 

〔その他〕 

〇 テレビ共同受信設備は、屋上にＵＨＦ、ＶＨＦ、ＦＭ、ＢＳの各アン

テナを設置（センターから分配し、行政庁舎の共聴ラインへ接続） 

〇 音響設備は、防災局執務室と災害対策本部事務室の両方でワイヤレス

マイクを利用可能（平時は大会議室のみで利用できるようにスピーカー

の系統を分割） 

  また、災害対策本部会議室は集音マイクを設置し、総合防災情報シス

テムを介した外部配信機能（県土木部、市町村等）を確保 
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ｂ 状況予測 ○ 災害が発生し、固定電話、携帯電話とも発災後５日間程度は輻輳によ

り繋がりにくい事態を想定 

〇 また、庁内ＬＡＮが使用不能となり、復旧するまで庁内ＬＡＮパソコ

ンが使用できない事態を想定 

ｃ 課 題 〇 庁内ＬＡＮが使用できない場合にＷｉＦｉ等でインターネットが利用

できるパソコン等の確保が必要 

〇 庁内ＬＡＮがダウンした際の連絡体制 の整備が必要 

ｄ 対 策 〇 庁内ＬＡＮが使用できない場合にＷｉＦｉ等でインターネットが利用

できるスタンドアローンパソコン等の台数把握と調達を検討  

〇 庁内ＬＡＮがダウンした際の連絡体制を整備する 

 

(2) 発災時の対応手順 

〇 発災後速やかに、ＩＣＴ推進課をとおし、庁内ＬＡＮの状況を確認するとともに、早期

の庁内ＬＡＮ復旧措置を要請する。 

〇 庁内ＬＡＮの復旧まで、防災局でリースしている防災クライアントパソコン（88 台）を

使用し、総合防災情報システムの掲示板やクロノロジー機能（災害情報等を横断的に時系

列で並べ一覧表示する機能）を連絡手段として活用する。 

〇 また、携帯電話事業者からタブレット端末及びスマートフォンを借用し、防災クライア

ントパソコンと合わせて総合防災情報システムを用いた連絡手段に活用する。 

 

 

６ 職員の非常食・飲料水・簡易トイレ 

 

(1) 現状・状況予測・課題及び対策   

ａ 現 状 

 

〇 非常食は、災害対策本部要員等向けに約 3,800 食分（本庁、振興局（地

方本部）の３日分）を備蓄 

〇 飲料水は、受水槽から３日分程度の供給が可能 

〇 災害対策本部要員等のため、次の物資を備蓄 

・毛布：50 枚 ・アルミマット：25 枚 ・マスク：22,000 枚 

〇 危機管理センターのトイレは排水貯留槽の利用により発災３日後まで

は使用可能。それを超えると断水が想定されるため使用不可となる。 

ｂ 状況予測 〇 災害が発生し、発災後３日経っても外部からの給水体制が整わず、食

料の供給もされない状況を想定 

ｃ 課 題 〇 備蓄の非常食、受水槽からの飲料水供給には限りがある。 

〇 下水道の機能が停止した場合、行政庁舎のトイレは使用不可となり、
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危機管理センターのトイレも発災３日後には使用できなくなる。 

ｄ 対 策 〇 職員に向け、家庭において最低３日分の食料・飲料水・生活必需品等

を備蓄し、非常時には２～３日分の食料品等を携帯し登庁するよう周知

する。 

〇 職場においても最低１食分の食料等を備蓄するよう周知する。 

〇 災害時における食料品等物資の提供に関する協定を複数事業者と締結

している。 

〇 仮設・簡易トイレの配置計画を作成し、体制整備を進める。 

 

(2) 発災時の対応手順 

〇 備蓄している物資を計画的に供給する。 

〇 災害時における食料品等物資の提供に関する協定の締結先に物資の供給を依頼する。 

〇 仮設トイレを設置する。 

 

 

 代替庁舎への移転  

 

１ 基本的な考え方 

 

 (1) 検討の必要性 

本庁舎は基本的には自然災害で機能不全に陥ることは想定されないが、一時的に本庁舎の

一部の機能が使用不可能、又は県庁周辺の被災による職員の参集不能等により、庁舎を長期

的に利用できないと判断される場合は、代替庁舎への移転を検討するものとする。 

なお、本庁舎の機能が一部停止した場合は、機能復旧を優先的に考える。 

 

 (2) 移転の決定 

   庁舎の被害状況等を踏まえて、災害対策本部会議において、本部長が決定する。 

 

 (3) 留意事項 

○ 災害対策本部は、管財課及び危機対策課が庁舎等の使用が一時的に不可能、又は機能が十

分に発揮できないと判断した場合に、本庁舎又は危機管理センターの機能を代替施設に移動

するものとし、該当部局等に指示する。  
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○ 移転先の施設は、予め選定した候補から、管財課及び危機対策課と連携して、災害対策

本部で被害状況等を考慮して決定する。 

○ 移転する業務は、災害対策本部及ぶ部局の非常時優先業務を優先する。 

○ 部局の通常業務は、在宅勤務や業務の中止も検討する。 

○ 県庁舎全体の代替になり得るスペースを確保できる建物を確保することは困難なため、

複数の施設に分散することも検討する。 

○ 代替施設が決定した場合には、職員及び関係機関等に速やかに連絡するとともに、各種

媒体を通じて県民に周知する。 

○ 代替施設への移動の指示があった部局等は、速やかに移動し、業務を再開する。  

○ 代替施設に移動する事務機器については必要最小限とし、あらかじめ選定しておく。 

 

 

２ 候補施設 

 

 (1) 災害対策本部業務（非常時優先業務必要人数：２７６人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※参考：検討の視点 

○本庁との同時被災の可能性（県地震被害想定調査結果の活用） 

○執務スペースの確保 

○必要な付帯設備（特に通信面）の確保の状況 

○本庁近傍及び遠方から複数の候補の選定 ※優先順位付けはしない。 

  

（主な候補）

震度 液状化 輸送道路

新発田地域振興局 △ ○ ５～６弱 △ ○ △ ○

新潟地域振興局（新津庁舎） △ ○ ６強 △ △ △ ○

巻総合庁舎 ○ ○ ６強 △ △ △ △※

三条地域振興局 △ ○ ６強 △ △ △ ○

　○自治研修所
　○新潟テクノスクール

※：可搬型衛星地球局で地域振興局並みの対応は可能。（２回線）

（その他の候補）

　上記の主な候補の他に、執務スペースの確保のしやすさ、本庁と近接している点か
ら、次の施設も候補となり得る。ただし、通信機器など災害対策本部業務を代替する

機能は備えていないため、移転検討に当たっては総合的に検討する必要がある。

通信機器
（無線等）

執務ス
ペース

耐震性
同時被災のリスク（県地震想定調査） 非常用

発電機

(凡例)

○：代替庁舎としての機能を十分期待できる（リスクが少ない）

△：代替庁舎として使用するには一部課題がある（リスクがある）
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(2) 部局非常時優先業務（非常時優先業務必要人数：５９７人） 

   以下から状況に応じて検討・判断する。 

  ○ 新潟市内の県有施設 

  ○ 国、他の自治体、防災関係機関等の施設 

  ○ 民間施設（※） 

 

  ※株式会社ナガワとの「災害時における仮設建設物等の提供に関する協定」（令和４年２月 17

日）の活用を検討 

   災害時に、県からの要請により、仮設庁舎等に使用する仮設建築物等（仮設ハウス、仮設ト

イレ、机、椅子又は書棚）の提供（災害対策本部業務も対象） 

 

 

３ 移転先で本庁と同程度の機能確保に向けた課題 

 

○ 本庁舎の危機管理センターの執務スペースと同程度を確保することは困難 

本部機能の分散、フェーズに応じた部分展開、振興局業務の一部停止の判断が必要。 

 

○ 非常用発電機の稼働時間数の確保 

 

○ 庁内ＬＡＮが停止した場合に備えたインターネット環境とＰＣの整備。 
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第６章 取組の推進体制 
 

 

１ ワーキング・チームによる庁内横断的な取組の推進 

 

本計画の実効性を確保し、業務継続力の向上を図るため、庁内にワーキング・チーム（以下

「Ｗ．Ｔ」という。）を設置し、本計画の進捗管理及び課題に対する検討に庁内横断的に取り組む

こととする。 

Ｗ．Ｔの構成は、防災企画課（事務局）、ＩＣＴ推進課、管財課及び危機対策課で構成する。必

要に応じて関係課が参加する。 

 

 

２ 教育・訓練の実施 

 

大規模な危機の発生時に、速やかに業務継続体制に移行し、非常時優先業務を実施するために

は、部局・各職員がそれぞれ、大規模な危機の発生時の対応を意識し、平時の業務を実施する中

で、業務を進めておくことが重要である。 

 このため、本計画に則り、部局・職員に対する教育・訓練を行い、計画の実効性を高めていく。 

 

 

３ 課題に対する計画的な取組と進捗管理 

 

(1) 対策工程表の作成 

   Ｗ．Ｔは、課題への対策に計画的に取り組むための対策工程表を作成し、業務継続体制の整備

に着実に取り組む。対策工程表に記載する項目は図表６－１のとおり。 

  



 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６－１ 業務継続のための対策に係る担当課一覧 

BCP全体 BCPの進捗管理・見直し 防災企画課 防災企画課・Ｗ．Ｔ各担当課

非常時優先
業務の実施
体制

非常時優先業務 非常時優先業務のマニュアル作成 防災企画課 各所属

非常時優先業務の担当職員の指名 防災企画課 各所属

職員参集シミュレーションの見直し 防災企画課 防災企画課

職員の安否確認体制 安否確認手段の確保 危機対策課 各所属

緊急連絡・安否確認表の作成 危機対策課 各所属

安否確認訓練の実施 危機対策課 各所属

本庁舎 庁舎 （本庁舎の一部機能を一時的に移転する代替施設の検討） （管財課） （管財課）

避難訓練の実施 管財課 管財課

執務室内 キャビネット・書庫等の転倒対策 管財課 各所属

ガラス飛散防止対策 管財課 管財課

キャビネット・書庫等の転倒対策の点検 管財課 各所属

ガラス飛散防止対策の点検 管財課 管財課

電力 燃料補給体制の確保 管財課 防災企画課・管財課

停電対応訓練 管財課 管財課

上下水道・工業用水道 事業者との緊急連絡体制の整備 管財課 管財課

仮設トイレの配置計画の策定 管財課 防災企画課・管財課

施設の改修又は更新 管財課 管財課

エレベーター・空調設備 停電時の早期稼働に向けた手順等の確認 管財課 管財課

事業者の緊急連絡体制の整備 管財課 管財課

施設の改修又は更新 管財課 管財課

通信（電話回線・防災行
政無線）

改修又は更新 管財課 管財課

通信（電子メール・庁内
LAN）

庁内LANに係る通信事業者回線の優先的な復旧に向けた体制の整備 ICT推進課 ICT推進課

情報システム
非常時優先業務の電算機器等を用いない手作業等による代替手段・復旧
後のシステムへの反映方法等の整備

防災企画課・ICT推進課 各情報システム所管課

システム復旧に必要なデータの別場所保管等と障害復旧マニュアルの整
備

ICT推進課 各情報システム所管課

重要データ（非常時優先業務等）の保管・利用手順の確立 ICT推進課 各情報システム所管課

PC・機器等の転倒・落下防災対策 ICT推進課 各所属

各種システム運用保守事業者の発災後の早期参集・対応体制の整備 ICT推進課 各情報システム所管課

危機管理
センター

庁舎 （代替施設における災害対策本部業務体制・設備の配置計画の作成） （危機対策課） （危機対策課）

執務室内 キャビネット・書庫等の転倒、ガラス飛散防止対策 危機対策課 各所属

転倒、ガラス飛散防止対策の点検 危機対策課 各所属

電力 非常用自家発電機や電源車の接続訓練 危機対策課 危機対策課

上下水道 事業者との緊急連絡体制の整備 危機対策課 管財課、危機対策課

仮設トイレの調達・配置計画の作成 危機対策課 管財課、危機対策課

通信 スタンドアローンPC等の調達計画の作成 危機対策課 危機対策課

庁内LANに係る通信事業者回線の優先的な復旧に向けた体制の整備 危機対策課 ICT推進課、危機対策課

職員の非常食・飲料水・
簡易トイレ

職員各自の備蓄の推進 危機対策課 各所属

簡易トイレの確保 危機対策課 危機対策課

代替庁舎関係 候補の選定・移転方法等の検討 防災企画課 Ｗ．Ｔ各担当課

小テーマ中テーマ大テーマ 対策
W.T担当課

（対策の取りまとめ担当課）
実施主体
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(2) 進捗管理とフォローアップ 

   各所属における業務継続体制を確立するため、所属は毎年、対策に係る自己点検を行うとと

もに、Ｗ．Ｔはその状況を把握し、必要に応じて所属をフォローアップする。 

 

 

４ 継続的な計画の見直し 

 

 本計画に基づく教育・訓練等及び進捗管理を通じて、対策の課題等を洗い出し、適宜計画を見直

すことで、継続的に改善を図る。 


